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要　旨

通所サービス利用高齢者の家族介護者に対する情緒教育的支援効果を，介護者特性と介護状況別にみた介護

負担感の変化で検証することを目的とした。家族介護者54名を無作為に2群に分け，介入群には介護に必要な

基礎知識を記述したパンフレットを用いた面接による情緒教育的支援を開始時に，電話による情緒的支援を1週

間後に実施した。その結果，Zarit介護負担感尺度を用いて測定した介入群の負担感得点は，平均年齢以下群，

嫁群，要支援～要介護2群，時々介護を行う群で有意な減少がみられた。1回の面接と1回の電話による支援が，

嫁の感情表出を促進させることで負担感軽減効果をもたらすものの，介護度の高い介護者には，基礎知識は習

得済みであったり，負担感が深刻であるために効果をもたらさなかったと思われる。今後は，介護度の高い介

護者の知識レベルや負担感程度に応じた支援を実施し，その効果を評価していくことが課題である。
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Ⅰ．緒言

今日，要支援ないし要介護状態と認定された高齢者は

332万人おり，訪問・通所などの居宅介護サービスを188

万人が，介護老人福祉施設・介護老人保健施設などの施

設サービスを70万人が利用している1）。居宅サービスに

おける通所サービス利用の効果は，「閉じこもり症候群」

の予防といった心身状態の改善や維持2）3）が述べられてい

るが，通所サービス利用者の家族介護者への看護実践に

関する報告は見当たらない。これらの居宅サービスを利

用する要介護高齢者の平均年齢は80.4～81.6歳の女性が

大半を占めており，その家族介護者は，平均年齢が57.8

～62.1歳の妻，娘，嫁といった60歳以上の女性が大半で

ある4）～9）。

家族介護に関する文献では，介護に伴う否定的な側面

が1980年代から注目されてきており，主として介護負担

感と捉えられ，要介護者のADL・問題行動，介護者の年

齢・続柄・健康状態・副介護者の存在・介護時間等が介

護負担感の関連要因として報告されている5）6）10）～13）。こ

れらの介護負担を測定する尺度は，数種報告されている

が，Zarit’s Caregiver Burden Interview14）（以下，ZBIと

略す）がもっとも多くの研究者に使用されている15）。

介護負担を経験する家族介護者への支援に関する日本

語文献の介入研究では，井上ら16）が，痴呆者の家族を対

象に疾病・治療の教育，介護技術，社会資源活用指導を

実施し，ZBIで測定した介護負担感の軽減を報告してい

るが，このような支援の効果を検証した研究は，ごく僅

かであるのが現状である。英語文献の介入研究報告15）17）18）

では，脳血管障害，痴ほう症または虚弱高齢者の家族介

護者の個人およびグループを対象として，カウンセリン

グ，情報提供，教育・指導，サービスのアセスメントと

計画を含む介入，電話やコンピューターなどの機器の活

用，専門看護師による総合的退院指導，専門分化したア

セスメントや指導の効果が報告されている。その効果は，

カウンセリングおよび教育的介入において短期間にあら

われると報告されているが，プログラム回数と設定，対

象者数の少なさ，介護者特性とニーズ，介入群と対照群

への区分け方法など，研究方法上の問題から科学的には
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未確立とされている19）20）。したがって，要介護高齢者の

家族介護者の介護負担感軽減をはかる効果的な支援をす

すめていくためには，科学的に検証された介入の確立が

求められている。

Ⅱ．研究目的

通所サービスを利用している要介護高齢者の家族介護

者に対する情緒教育的支援の効果を，介護者特性と介護

状況別にみた介護負担感の変化で検証する。

Ⅲ．研究方法

1． 研究デザイン
本研究では介入群と対照群における事前・事後テスト

実験研究デザインを用いた。

2． 研究対象
県内8箇所の通所サービス利用の要介護高齢者と同居

の家族介護者54名を介護区分（要支援～要介護2と要介

護3～5）と，続柄で層化無作為に介入群と対照群とに区

分した。

3． 用語の操作的定義
通所施設利用者：介護保険にて提供されているデイ

ケアまたはデイサービスの利用者

要介護高齢者：介護保険にて要支援および要介護と

認定されている者

介護：入浴・排泄・移動等のADLの介助または家事・

金銭管理・服薬管理等のIADLの介助

家族介護者：要介護高齢者のADLまたはIADLの介

助の責任をおっていると自己認識している同居家族員

情緒教育的支援：家族介護者の感情や気分を傾聴・

共感し，介護者の存在を認めながら励まし，介護生活

に適する上で必要な知恵を提供する。

4． 測定用具
1）家族介護者・要介護高齢者背景調査用紙　

家族介護者・要介護高齢者背景は，文献5）7）21）に基づき，

年齢・性別・続柄，介護の時間，介護区分などを調べた。

2）介護負担尺度（ZBI日本語版）

尺度はZaritら14）のThe Burden Interviewの日本語版10）

を用いた。これは全22項目，各項目0～4点で計88点と

し，得点が高いほど負担感が高いことを表わす。構成概

念妥当性として0.54が，信頼性として再テスト0.76，α

係数0.88～0.94が報告され10）12）22），本研究でのα係数は，

0.89であった。

5． 倫理的配慮とデータ収集
医学部倫理委員会の審査，施設責任者と対象者にデー

タ収集手順・倫理的配慮の説明をし同意を得て，平成15

年8月～11月，介入前と2週間後に面接にてデータ収集

をした。

6． 実験介入
介入群に対する実験介入は，個別面接にて介入前デー

タ収集直後，パンフレットを用いて情緒教育的支援を実

施し，1週間後電話での情緒的支援を実施した。なお実験

介入は，臨床経験15年以上でカウンセリングのトレーニ

ングプログラムでカウンセリング技法を習得している看

護師である研究者1名が担当した。実験介入に費やした

時間は，面接による情緒教育的介入では50分～2時間，

電話による情緒的介入は5分～30分程であった。

1）面接による教育的支援

面接による教育的支援には，先行研究の結果4）～7）9）～13）

21）23）24）を4つのカテゴリーに分け，家族介護者としての生

活に適する上で必要な基礎知識を記載したパンフレット

を作成，使用した。各カテゴリー内容は文献25）26）を参考

に平易な文であらわした。内容妥当性の評価は，高齢者

看護学研究者1名に依頼し，2名の家族介護者にプレテス

トを実施した。

パンフレットの1つ目のカテゴリーは，自己管理能力

の促進とし，「介護する人の健康が一番大切」と題して，

休息時間の確保，感情の表出，趣味・楽しみの維持，健

康の管理，という内容の4項目を記した。2つ目は，介護

に関する知恵の提供を目的とし，「介護を楽にする工夫」

と題して，優先順位の設定，親族や知人の協力要請，介

護代替者の確保，要介護者の自立を促進，介護経験者か

ら介護方法を学習，サービス利用について専門家と相談，

という内容の6項目を記した。3つ目は，家族介護者自身

の再認識の促進を目的とした「介護している自分を理解」

として，自己の努力の認識，完璧でない自己を認識，介

護が生活のすべてではないことを認識，介護で体験した

ことを認識，という内容を記した。4つ目として，要介護

高齢者の理解の促進について「介護される人を理解」と

題して，要介護者の立場を理解，要介護者が自己の理解

者であることを認識，要介護者の病状の受容，問題対処

について専門家に相談，といった内容の4項目を記した。

パンフレットを用いた教育的支援は，対象者の希望す

る時間と場所で個別面接にて実施した。パンフレットに

記された項目をひとつずつ読み，介護者としての生活に

ついて自由に話し合いながら，内容の理解を図った。

2）面接と電話による情緒的支援

情緒的支援には，文献27）28）を参考に家族介護者との関

係の中で情緒を支援するための3つのサポート（自尊心の

サポート・自己効力感のサポート・モチベーションのサ

ポート）を用いた。自尊心のサポートとしては，援助的な

人間関係の中で傾聴し共感することで，自尊心を高める

ための支援を行った。自己効力感のサポートとしては，

実施していることや出来ていること，役割を果たしてい

ることを認め，自分の存在価値に気づくよう支援を行っ

た。モチベーションのサポートとしては，励ましや援助

的な姿勢を示すことで，根気よく物事を継続したり，上

手に対処するためのモチベーションの向上を図った。会

話の過程において介護者から個別の質問や相談が提示さ

れた場合，一般的な対処方法を説明するとともにケアマ

ネージャー等内容に適した担当者との相談を勧めた。

7． 分析方法
統計ソフトはSPSS10.0Jを使用した。介護者特性と介

護状況別にみた介入群および対照群における介入前と2

週間後の負担感得点変化は，対応のあるt検定を用いて

分析した。介入群と対照群における介入前と2週間後に

おける介護負担感得点変化の比較は，対応のない t検定

を用いて分析した。

Ⅳ．結果

1． 対象者の概要（表1）
対象者である介護者は介入群27名，対照群27名の54

名であり，平均年齢は介入群58.0±8.7歳，対照群59.6±

7.9歳であった。続柄では，嫁が介入群（n＝14，51.9%）

と対照群（n＝10，37.0%）ともに最も多く，続いて実子（介

入群n＝7，25.9%：対照群n＝9，33.3%），配偶者（介入

群n＝5，18.5%：対照群n＝6，22.2%）の順であった。介

護の程度は，一日中介護する人が介入群・対照群ともに

10名（37%），時々介護する人が介入群・対照群ともに17

名（63%）であった。要介護高齢者の平均年齢は，介入群

83.7±7.9歳，対照群83.6±8.0歳であり，介護区分は，要

支援～要介護2 の高齢者が介入群・対照群ともに17 名

（63%），要介護3～5の高齢者が10名（37%）であった。両

群における介護者および要介護高齢者概要を t検定およ

びχ2 検定した結果に有意差はみられていない。

2． 介護者特性と介護状況別にみた介入前後の変化
1）年齢別にみた介入前後の負担感の変化（表2）

年齢別にみた負担感得点は，58歳以下の介入群で介入

前（35.3±14.3）と介入後（30.7±13.5）で有意な減少がみら

れ（t＝－2.634 p＝ 0.022），59歳以上の介入群の前（23.5

±15.8）と後（17.5±13.1）で有意な減少がみられた（t＝－

3.251，p＝ 0.006）。また年齢別で介入前後の変化を比較

すると，58歳以下の介入群（－4.62±6.32）と対照群（2.38

±4.99）の負担感得点に有意な差がみられた（t＝－3.134，

p＝ 0.005）。

2）続柄別にみた介入前後の負担感の変化（表3）
続柄別では，嫁の介入群で介入前後（29.1± 17.9，23.1

± 17.2）で有意な減少がみられた（t＝－4.37 p＝ 0.001）。

続柄別で介入前後の比較でも，嫁の介入群（－5.93±5.08）

表1　対象者の概要

介護者 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
高齢者 

介護者特性と介護状況 

性別 
 
 
年齢（平均） 
 
続柄 
 
 
 
 
介護時間 
 
 
性別 
 
 
年齢（平均） 
 
介護区分 

女 
男 
 
 
 
嫁 
実子 
配偶者 
その他 
 
一日中 
時  々
 
女 
男 
 
 
 
要支援～要介護2 
要介護3～5

全体（N＝54） 
 n （%） 
 47 （87.0） 
 7 （13.0） 
 

58.8±8.3 
 
 24 （44.4） 
 16 （29.6） 
 11 （20.4） 
 3 （5.6） 
 
 20 （37.0） 
 34 （63.0） 
 
 39 （72.2） 
 15 （27.8） 
 

83.7±7.9 
 
 34 （63.0） 
 20 （37.0） 

介入群（n＝27） 
 n （%） 
 24 （88.9） 
 3 （11.1） 
 

58.0±8.7 
 
 14 （51.9） 
 7 （25.9） 
 5 （18.5） 
 1 （3.7） 
 
 10 （37.0） 
 17 （63.0） 
 
 20 （74.1） 
 7 （25.9） 
 

83.7±7.9 
 
 17 （63.0） 
 10 （37.0） 

対照群（n＝27） 
 n （%） 
 23 （85.2） 
 4 （14.8） 
 

59.6±7.9 
 
 10 （37.0） 
 9 （33.3） 
 6 （22.2） 
 2 （7.4） 
 
 10 （37.0） 
 17 （63.0） 
 
 19 （70.4） 
 8 （29.6） 
 

83.6±8.0 
 
 17 （63.0） 
 10 （37.0） 
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未確立とされている19）20）。したがって，要介護高齢者の
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すめていくためには，科学的に検証された介入の確立が
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助の責任をおっていると自己認識している同居家族員

情緒教育的支援：家族介護者の感情や気分を傾聴・
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家族介護者・要介護高齢者背景は，文献5）7）21）に基づき，

年齢・性別・続柄，介護の時間，介護区分などを調べた。

2）介護負担尺度（ZBI日本語版）

尺度はZaritら14）のThe Burden Interviewの日本語版10）

を用いた。これは全22項目，各項目0～4点で計88点と

し，得点が高いほど負担感が高いことを表わす。構成概

念妥当性として0.54が，信頼性として再テスト0.76，α

係数0.88～0.94が報告され10）12）22），本研究でのα係数は，

0.89であった。

5． 倫理的配慮とデータ収集
医学部倫理委員会の審査，施設責任者と対象者にデー

タ収集手順・倫理的配慮の説明をし同意を得て，平成15

年8月～11月，介入前と2週間後に面接にてデータ収集

をした。

6． 実験介入
介入群に対する実験介入は，個別面接にて介入前デー

タ収集直後，パンフレットを用いて情緒教育的支援を実

施し，1週間後電話での情緒的支援を実施した。なお実験

介入は，臨床経験15年以上でカウンセリングのトレーニ

ングプログラムでカウンセリング技法を習得している看

護師である研究者1名が担当した。実験介入に費やした

時間は，面接による情緒教育的介入では50分～2時間，

電話による情緒的介入は5分～30分程であった。

1）面接による教育的支援

面接による教育的支援には，先行研究の結果4）～7）9）～13）

21）23）24）を4つのカテゴリーに分け，家族介護者としての生

活に適する上で必要な基礎知識を記載したパンフレット

を作成，使用した。各カテゴリー内容は文献25）26）を参考

に平易な文であらわした。内容妥当性の評価は，高齢者

看護学研究者1名に依頼し，2名の家族介護者にプレテス

トを実施した。

パンフレットの1つ目のカテゴリーは，自己管理能力

の促進とし，「介護する人の健康が一番大切」と題して，

休息時間の確保，感情の表出，趣味・楽しみの維持，健

康の管理，という内容の4項目を記した。2つ目は，介護

に関する知恵の提供を目的とし，「介護を楽にする工夫」

と題して，優先順位の設定，親族や知人の協力要請，介

護代替者の確保，要介護者の自立を促進，介護経験者か

ら介護方法を学習，サービス利用について専門家と相談，

という内容の6項目を記した。3つ目は，家族介護者自身

の再認識の促進を目的とした「介護している自分を理解」

として，自己の努力の認識，完璧でない自己を認識，介

護が生活のすべてではないことを認識，介護で体験した

ことを認識，という内容を記した。4つ目として，要介護

高齢者の理解の促進について「介護される人を理解」と

題して，要介護者の立場を理解，要介護者が自己の理解

者であることを認識，要介護者の病状の受容，問題対処

について専門家に相談，といった内容の4項目を記した。

パンフレットを用いた教育的支援は，対象者の希望す

る時間と場所で個別面接にて実施した。パンフレットに

記された項目をひとつずつ読み，介護者としての生活に

ついて自由に話し合いながら，内容の理解を図った。

2）面接と電話による情緒的支援

情緒的支援には，文献27）28）を参考に家族介護者との関

係の中で情緒を支援するための3つのサポート（自尊心の

サポート・自己効力感のサポート・モチベーションのサ

ポート）を用いた。自尊心のサポートとしては，援助的な

人間関係の中で傾聴し共感することで，自尊心を高める

ための支援を行った。自己効力感のサポートとしては，

実施していることや出来ていること，役割を果たしてい

ることを認め，自分の存在価値に気づくよう支援を行っ

た。モチベーションのサポートとしては，励ましや援助

的な姿勢を示すことで，根気よく物事を継続したり，上

手に対処するためのモチベーションの向上を図った。会

話の過程において介護者から個別の質問や相談が提示さ

れた場合，一般的な対処方法を説明するとともにケアマ

ネージャー等内容に適した担当者との相談を勧めた。

7． 分析方法
統計ソフトはSPSS10.0Jを使用した。介護者特性と介

護状況別にみた介入群および対照群における介入前と2

週間後の負担感得点変化は，対応のあるt検定を用いて

分析した。介入群と対照群における介入前と2週間後に

おける介護負担感得点変化の比較は，対応のない t検定

を用いて分析した。

Ⅳ．結果

1． 対象者の概要（表1）
対象者である介護者は介入群27名，対照群27名の54

名であり，平均年齢は介入群58.0±8.7歳，対照群59.6±

7.9歳であった。続柄では，嫁が介入群（n＝14，51.9%）

と対照群（n＝10，37.0%）ともに最も多く，続いて実子（介

入群n＝7，25.9%：対照群n＝9，33.3%），配偶者（介入

群n＝5，18.5%：対照群n＝6，22.2%）の順であった。介

護の程度は，一日中介護する人が介入群・対照群ともに

10名（37%），時々介護する人が介入群・対照群ともに17

名（63%）であった。要介護高齢者の平均年齢は，介入群

83.7±7.9歳，対照群83.6±8.0歳であり，介護区分は，要

支援～要介護2 の高齢者が介入群・対照群ともに17 名

（63%），要介護3～5の高齢者が10名（37%）であった。両

群における介護者および要介護高齢者概要を t検定およ

びχ2 検定した結果に有意差はみられていない。

2． 介護者特性と介護状況別にみた介入前後の変化
1）年齢別にみた介入前後の負担感の変化（表2）

年齢別にみた負担感得点は，58歳以下の介入群で介入

前（35.3±14.3）と介入後（30.7±13.5）で有意な減少がみら

れ（t＝－2.634 p＝ 0.022），59歳以上の介入群の前（23.5

±15.8）と後（17.5±13.1）で有意な減少がみられた（t＝－

3.251，p＝ 0.006）。また年齢別で介入前後の変化を比較

すると，58歳以下の介入群（－4.62±6.32）と対照群（2.38

±4.99）の負担感得点に有意な差がみられた（t＝－3.134，

p＝ 0.005）。

2）続柄別にみた介入前後の負担感の変化（表3）
続柄別では，嫁の介入群で介入前後（29.1± 17.9，23.1

± 17.2）で有意な減少がみられた（t＝－4.37 p＝ 0.001）。

続柄別で介入前後の比較でも，嫁の介入群（－5.93±5.08）

表1　対象者の概要

介護者 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
高齢者 

介護者特性と介護状況 

性別 
 
 
年齢（平均） 
 
続柄 
 
 
 
 
介護時間 
 
 
性別 
 
 
年齢（平均） 
 
介護区分 

女 
男 
 
 
 
嫁 
実子 
配偶者 
その他 
 
一日中 
時  々
 
女 
男 
 
 
 
要支援～要介護2 
要介護3～5

全体（N＝54） 
 n （%） 
 47 （87.0） 
 7 （13.0） 
 

58.8±8.3 
 
 24 （44.4） 
 16 （29.6） 
 11 （20.4） 
 3 （5.6） 
 
 20 （37.0） 
 34 （63.0） 
 
 39 （72.2） 
 15 （27.8） 
 

83.7±7.9 
 
 34 （63.0） 
 20 （37.0） 

介入群（n＝27） 
 n （%） 
 24 （88.9） 
 3 （11.1） 
 

58.0±8.7 
 
 14 （51.9） 
 7 （25.9） 
 5 （18.5） 
 1 （3.7） 
 
 10 （37.0） 
 17 （63.0） 
 
 20 （74.1） 
 7 （25.9） 
 

83.7±7.9 
 
 17 （63.0） 
 10 （37.0） 

対照群（n＝27） 
 n （%） 
 23 （85.2） 
 4 （14.8） 
 

59.6±7.9 
 
 10 （37.0） 
 9 （33.3） 
 6 （22.2） 
 2 （7.4） 
 
 10 （37.0） 
 17 （63.0） 
 
 19 （70.4） 
 8 （29.6） 
 

83.6±8.0 
 
 17 （63.0） 
 10 （37.0） 
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と対照群（1.90±5.99）間に有意差がみられた（t＝－3.458，

p＝ 0.002）。

3）介護区分別にみた介入前後の負担感の変化（表4）
介護区分別では，要支援～要介護2の介入群で介入前

後（29.8± 17.2，25.8± 16.2）で有意な減少（t＝－3.017 p

＝0.008）が，要介護3～5の介入群で介入前後（28.2±14.5，

20.6 ± 11.7）で有意な減少がみられた（t ＝－ 3.068 p ＝

0.013）。また介護区分別で介入前後の変化の比較では，要

支援～要介護2の介入群（－4.00±5.47）と対照群（1.53±

5.06）には有意な差がみられた（t＝－3.06 p＝ 0.004）。

4）介護時間別にみた介入前後の負担感の変化（表5）
一日の介護時間別にみると，時々介護を行う介入群の

前後（29.9±16.9，25.4±15.6）で有意な減少がみられた（－

t＝3.172 p＝0.006）。介護時間別での介入前後の変化の

比較では，時々介護を行う介入群（－4.47±5.81）と対照

群（2.47 ± 6.04）に有意な差がみられた（t ＝－3.414 p＝

0.002）。

以上の介護者特性である年齢と続柄別，介護状況であ

る介護区分と介護時間別にみた介入前後の介護負担感得

点は，対照群において微減あるいは増加していたのとは

異なり，介入群においていずれも減少していた。

Ⅴ．考察

本研究結果での，要介護高齢者の家族介護者に対する

パンフレットを用いた面接と1週間後の電話による情緒

教育的支援は，介護者の続柄と年齢，要介護高齢者の介

護度において介護負担感の軽減効果があらわれていた。

続柄でみると嫁介護者の負担感軽減に効果がみられたこ

とは，自己管理能力の促進，自己の再認識および介護に

関する知恵といったパンフレットの記載内容が，配偶者

介護者の特徴である肉体的負担感を軽減しえないものの，

嫁介護者における家族・親族との人間関係が要因となる

精神的負担感23）の軽減には効果的であったものと推測さ

れる。また，社会規範によって容易に発言できない環境

にある嫁29）が，面接と電話で日頃感じている思いの表出

を促進させえたものと考えられるが，その実証は今後の

課題である。介護者の年齢において，若年介護者の介護

負担感軽減に効果があったのは，若年介護者における嫁

介護者割合の多さが反映しているのであろう。

介護状況において介護度が低く，介護を時々実施して

いる介護者において介護負担感軽減効果がみられ，介護

度が高く一日中介護している介護者には，効果がみられ

なかった。これは介護度の高い介護者にとって，面接と

電話を含む2週間の情緒教育的支援では軽減しえないほ

ど深刻な負担感を感じている，またはパンフレットに記

載した基礎知識は介護者としての時間の経過のなかで既

に習得しているか，介護者の求める知識に対応しえてい

なかった可能性を示唆していると思われる。

支援のない対照群における介護負担感得点が微減また

は増加していた本結果からは，2週間の短期間でも介護

負担感は増加していく現状が推測される。通所サービス

利用者家族は，看護師の直接サービスを受ける訪問看護

利用者家族とは異なり，サービス提供者と直に接する機

会が稀であるため，電話利用は，家族を支援しうる実践

可能で有効な方法であろう。

本研究では，コントロールしえない日常生活において

生ずる因子の結果に及ぼす影響が研究の限界になりうる

が，無作為区分することで介入群と対照群において同様

にこの影響は生ずるととらえられる。今後は，介護度の

高い介護者に対して，介護者の知識レベルや負担感程度

をアセスメントした上で，その特性やニーズに応じ，介

表2　介護者年齢別にみた介入前後の負担感の変化

58才以下 
（平均年齢以下） 
 
59才以上 

（平均年齢以上） 

介護者年齢 

介入群（n＝13） 
対照群（n＝13） 
 
介入群（n＝14） 
対照群（n＝14） 

介入前 
Mean±SD 
35.31±14.29 
26.23±15.69 

 
23.50±15.78 
32.64±15.08

2週間後 
Mean±SD 
30.69±13.46 
28.62±15.55 

 
17.50±13.10 
31.64±11.22

（2週間後）－（介入前） 
Mean±SD 
－4.62±6.32 
2.38±4.99 

 
－6.00±6.91 
－1.00±9.17

t値1） 
 

－2.634 
1.722 

 
－3.251 
－0.408

p値 
 

0.022 
0.111 

 
0.006 
0.690

t値2） 
 

－3.134 
 
 

－1.629

p値 
 

0.005 
 
 

0.115

1）  同一群における対応のあるt検定 

2）  2群における対応のないt検定 

表3　続柄別にみた介入前後の負担感の変化

配偶者 
 
嫁 

続柄 

介入群（n＝5） 
対照群（n＝6） 
 
介入群（n＝14） 
対照群（n＝10） 

介入前 
Mean±SD 
33.20±20.81 
35.83±14.36 

 
29.07±17.91 
25.40±18.14

2週間後 
Mean±SD 
23.60±17.56 
29.67±09.33 

 
23.14±17.15 
27.30±17.66

（2週間後）－（介入前） 
Mean±SD 
－9.60±8.88 
－6.17±8.98 

 
－5.93±5.08 
1.90±5.99

t値1） 
 

－2.418 
－1.683 

 
－4.370 
1.003

p値 
 

0.073 
0.153 

 
0.001 
0.342

t値2） 
 

－0.635 
 
 

－3.458 
 

p値 
 

0.541 
 
 

0.002

1）  同一群における対応のあるt検定 

2）  2群における対応のないt検定 

表5　一日の介護時間別にみた介入前後の負担感の変化

一日中 
 
 
時  々

介護時間 

介入群（n＝10） 
対照群（n＝10） 
 
介入群（n＝17） 
対照群（n＝17） 

介入前 
Mean±SD 
28.00±15.08 
37.90±15.39 

 
29.88±16.88 
24.65±13.57

2週間後 
Mean±SD 
21.20±13.18 
35.40±12.35 

 
25.41±15.62 
27.12±13.22

（2週間後）－（介入前） 
Mean±SD 
－6.80±7.73 
－2.50±9.01 

 
－4.47±5.81 
2.47±6.04

t値1） 
 

－2.782 
－0.878 

 
－3.172 
1.686

p値 
 

0.210 
0.403 

 
0.006 
0.111

t値2） 
 

－1.146 
 
 

－3.414

p値 
 

0.267 
 
 

0.002

1）  同一群における対応のあるt検定 

2）  2群における対応のないt検定 

表4　介護区分別にみた介入前後の負担感の変化

要支援～要介護2 
 
 
要介護3～5

介護区分 

介入群（n＝17） 
対照群（n＝17） 
 
介入群（n＝10） 
対照群（n＝10） 

介入前 
Mean±SD 
29.76±17.17 
26.71±16.08 

 
28.20±14.51 
34.40±13.63

2週間後 
Mean±SD 
25.76±16.15 
28.24±15.39 

 
20.60±11.71 
33.50±08.40

（2週間後）－（介入前） 
Mean±SD 
－4.00±5.47 
1.53±5.06 

 
－7.60±7.83 

－0.90±10.66

t値1） 
 

－3.017 
1.245 

 
－3.068 
－0.267

p値 
 

0.008 
0.231 

 
0.013 
0.796

t値2） 
 

－3.06 
 
 

－1.601

p値 
 

0.004 
 
 

0.127

1）  同一群における対応のあるt検定 

2）  2群における対応のないt検定 

護保険サービス下で実践可能な支援プログラムの内容・

実施期間・実施頻度の検討をすすめ，経時的にその効果

を評価していくことが課題である。
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と対照群（1.90±5.99）間に有意差がみられた（t＝－3.458，

p＝ 0.002）。

3）介護区分別にみた介入前後の負担感の変化（表4）
介護区分別では，要支援～要介護2の介入群で介入前

後（29.8± 17.2，25.8± 16.2）で有意な減少（t＝－3.017 p

＝0.008）が，要介護3～5の介入群で介入前後（28.2±14.5，

20.6 ± 11.7）で有意な減少がみられた（t ＝－ 3.068 p ＝

0.013）。また介護区分別で介入前後の変化の比較では，要

支援～要介護2の介入群（－4.00±5.47）と対照群（1.53±

5.06）には有意な差がみられた（t＝－3.06 p＝ 0.004）。

4）介護時間別にみた介入前後の負担感の変化（表5）
一日の介護時間別にみると，時々介護を行う介入群の

前後（29.9±16.9，25.4±15.6）で有意な減少がみられた（－

t＝3.172 p＝0.006）。介護時間別での介入前後の変化の

比較では，時々介護を行う介入群（－4.47±5.81）と対照

群（2.47 ± 6.04）に有意な差がみられた（t ＝－3.414 p＝

0.002）。

以上の介護者特性である年齢と続柄別，介護状況であ

る介護区分と介護時間別にみた介入前後の介護負担感得

点は，対照群において微減あるいは増加していたのとは

異なり，介入群においていずれも減少していた。

Ⅴ．考察

本研究結果での，要介護高齢者の家族介護者に対する

パンフレットを用いた面接と1週間後の電話による情緒

教育的支援は，介護者の続柄と年齢，要介護高齢者の介

護度において介護負担感の軽減効果があらわれていた。

続柄でみると嫁介護者の負担感軽減に効果がみられたこ

とは，自己管理能力の促進，自己の再認識および介護に

関する知恵といったパンフレットの記載内容が，配偶者

介護者の特徴である肉体的負担感を軽減しえないものの，

嫁介護者における家族・親族との人間関係が要因となる

精神的負担感23）の軽減には効果的であったものと推測さ

れる。また，社会規範によって容易に発言できない環境

にある嫁29）が，面接と電話で日頃感じている思いの表出

を促進させえたものと考えられるが，その実証は今後の

課題である。介護者の年齢において，若年介護者の介護

負担感軽減に効果があったのは，若年介護者における嫁

介護者割合の多さが反映しているのであろう。

介護状況において介護度が低く，介護を時々実施して

いる介護者において介護負担感軽減効果がみられ，介護

度が高く一日中介護している介護者には，効果がみられ

なかった。これは介護度の高い介護者にとって，面接と

電話を含む2週間の情緒教育的支援では軽減しえないほ

ど深刻な負担感を感じている，またはパンフレットに記

載した基礎知識は介護者としての時間の経過のなかで既

に習得しているか，介護者の求める知識に対応しえてい

なかった可能性を示唆していると思われる。

支援のない対照群における介護負担感得点が微減また

は増加していた本結果からは，2週間の短期間でも介護

負担感は増加していく現状が推測される。通所サービス

利用者家族は，看護師の直接サービスを受ける訪問看護

利用者家族とは異なり，サービス提供者と直に接する機

会が稀であるため，電話利用は，家族を支援しうる実践

可能で有効な方法であろう。

本研究では，コントロールしえない日常生活において

生ずる因子の結果に及ぼす影響が研究の限界になりうる

が，無作為区分することで介入群と対照群において同様

にこの影響は生ずるととらえられる。今後は，介護度の

高い介護者に対して，介護者の知識レベルや負担感程度

をアセスメントした上で，その特性やニーズに応じ，介

表2　介護者年齢別にみた介入前後の負担感の変化

58才以下 
（平均年齢以下） 
 
59才以上 

（平均年齢以上） 

介護者年齢 

介入群（n＝13） 
対照群（n＝13） 
 
介入群（n＝14） 
対照群（n＝14） 

介入前 
Mean±SD 
35.31±14.29 
26.23±15.69 

 
23.50±15.78 
32.64±15.08

2週間後 
Mean±SD 
30.69±13.46 
28.62±15.55 

 
17.50±13.10 
31.64±11.22

（2週間後）－（介入前） 
Mean±SD 
－4.62±6.32 
2.38±4.99 

 
－6.00±6.91 
－1.00±9.17

t値1） 
 

－2.634 
1.722 

 
－3.251 
－0.408

p値 
 

0.022 
0.111 

 
0.006 
0.690

t値2） 
 

－3.134 
 
 

－1.629

p値 
 

0.005 
 
 

0.115

1）  同一群における対応のあるt検定 

2）  2群における対応のないt検定 

表3　続柄別にみた介入前後の負担感の変化

配偶者 
 
嫁 

続柄 

介入群（n＝5） 
対照群（n＝6） 
 
介入群（n＝14） 
対照群（n＝10） 

介入前 
Mean±SD 
33.20±20.81 
35.83±14.36 

 
29.07±17.91 
25.40±18.14

2週間後 
Mean±SD 
23.60±17.56 
29.67±09.33 

 
23.14±17.15 
27.30±17.66

（2週間後）－（介入前） 
Mean±SD 
－9.60±8.88 
－6.17±8.98 

 
－5.93±5.08 
1.90±5.99

t値1） 
 

－2.418 
－1.683 

 
－4.370 
1.003

p値 
 

0.073 
0.153 

 
0.001 
0.342

t値2） 
 

－0.635 
 
 

－3.458 
 

p値 
 

0.541 
 
 

0.002

1）  同一群における対応のあるt検定 

2）  2群における対応のないt検定 

表5　一日の介護時間別にみた介入前後の負担感の変化

一日中 
 
 
時  々

介護時間 

介入群（n＝10） 
対照群（n＝10） 
 
介入群（n＝17） 
対照群（n＝17） 

介入前 
Mean±SD 
28.00±15.08 
37.90±15.39 

 
29.88±16.88 
24.65±13.57

2週間後 
Mean±SD 
21.20±13.18 
35.40±12.35 

 
25.41±15.62 
27.12±13.22

（2週間後）－（介入前） 
Mean±SD 
－6.80±7.73 
－2.50±9.01 

 
－4.47±5.81 
2.47±6.04

t値1） 
 

－2.782 
－0.878 

 
－3.172 
1.686

p値 
 

0.210 
0.403 

 
0.006 
0.111

t値2） 
 

－1.146 
 
 

－3.414

p値 
 

0.267 
 
 

0.002

1）  同一群における対応のあるt検定 

2）  2群における対応のないt検定 

表4　介護区分別にみた介入前後の負担感の変化

要支援～要介護2 
 
 
要介護3～5

介護区分 

介入群（n＝17） 
対照群（n＝17） 
 
介入群（n＝10） 
対照群（n＝10） 

介入前 
Mean±SD 
29.76±17.17 
26.71±16.08 

 
28.20±14.51 
34.40±13.63

2週間後 
Mean±SD 
25.76±16.15 
28.24±15.39 

 
20.60±11.71 
33.50±08.40

（2週間後）－（介入前） 
Mean±SD 
－4.00±5.47 
1.53±5.06 

 
－7.60±7.83 

－0.90±10.66

t値1） 
 

－3.017 
1.245 

 
－3.068 
－0.267

p値 
 

0.008 
0.231 

 
0.013 
0.796

t値2） 
 

－3.06 
 
 

－1.601

p値 
 

0.004 
 
 

0.127

1）  同一群における対応のあるt検定 

2）  2群における対応のないt検定 

護保険サービス下で実践可能な支援プログラムの内容・

実施期間・実施頻度の検討をすすめ，経時的にその効果

を評価していくことが課題である。
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